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第１４号議案

   令和７年度尾張旭市公共下水道事業会計予算

（総則）

第１条 令和７年度尾張旭市公共下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

（業務の予定量）

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。

⑴ 接続戸数 ２９，０００戸

⑵ 年間総処理水量 ６，８７６，０００㎥

⑶ １日平均処理水量 １８，８００㎥

⑷ 主要な建設改良事業

ア 汚水管渠整備事業 ６９６，９００千円

（収益的収入及び支出）

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

収  入

第１款 下水道事業収益 ２，０４８，７７５千円

第１項 営業収益 ９５５，３３５千円

第２項 営業外収益 １，０９３，３２９千円

第３項 特別利益 １１１千円

支  出

第１款 下水道事業費用 ２，０６７，４０５千円

第１項 営業費用 １，９５０，５９３千円

第２項 営業外費用 １０６，３１１千円

第３項 特別損失 ５０１千円

第４項 予備費 １０，０００千円
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（資本的収入及び支出）

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額５０９，

８３５千円は、過年度分損益勘定留保資金２３２，７５５千円、当年度分損益勘定留保資金２３８，４３８千円及び当

年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額３８，６４２千円で補塡するものとする。）。

収  入

第１款 資本的収入 ９０４，６３５千円

第１項 企業債 ４６７，４００千円

第２項 負担金 ６１，９３５千円

第３項 補助金 ２５９，１００千円

第５項 出資金 １１６，２００千円

支  出

第１款 資本的支出 １，４１４，４７０千円

第１項 建設改良費 ８８１，４４０千円

第２項 企業債償還金 ５３３，０３０千円

（企業債）

第５条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

起債の目的 限度額 起債の方法 利率 償還の方法

公共下水道

事業

３８７，４００千円 普通貸借又

は証券発行

4.0％以内

（ただし、利率見直し方

式で借り入れる資金につ

いて、利率の見直しを行

った後においては、当該

見直し後の利率）

政府資金については、その融資条件

により、銀行その他の場合にはその

債権者と協定するものによる。

ただし、企業財政の都合により据置

期間及び償還期限を短縮し、又は繰

上償還若しくは低利に借換えするこ

とができる。

資本費平準

化債

８０，０００千円
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（一時借入金）

第６条 一時借入金の限度額は、４００，０００千円と定める。

（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第７条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

⑴ 予定支出の各項に不足が生じた場合における各項間の流用

（議会の議決を経なければ流用することができない経費）

第８条 次に掲げる経費については、その経費の金額をそれ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費

の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

⑴ 職員給与費    １４２，２１６千円

（他会計からの補助金）

第９条 公共下水道事業の運営のため一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、１６６，７４７千円である。

令和７年２月２７日提出

     尾張旭市長 柴 田   浩
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予 算 説 明 書



令和７年度 尾張旭市公共下水道事業会計 予算実施計画

収入 (単位 ： 千円)

款 項 目 予　定　額 備　　　考

1.下水道事業収益 2,048,775

1.営業収益 955,335 主たる営業活動から生ずる収益

1.下水道使用料 883,124 下水道使用料

2.他会計負担金 70,676 雨水処理に要する一般会計負担金

3.その他の営業収益 1,535
各種手数料、汚水処理費受入金及びその他雑収
益等

2.営業外収益 1,093,329 主たる営業活動以外の収益

1.他会計負担金 128,023 一般会計負担金

2.他会計補助金 166,747 一般会計補助金

3.消費税及び地方消費税還付金 25,010 消費税及び地方消費税還付金

4.長期前受金戻入 772,365 長期前受金戻入益

5.雑収益 1,184 不用品売却収益、その他雑収益等

3.特別利益 111 当年度の経常的収益に属さない利益

1.固定資産売却益 1
固定資産の売却価額が当該固定資産の売却時帳
簿価額を超える金額

2.過年度損益修正益 10
前年度以前の損益の修正で利益の性質を有する
もの

3.その他特別利益 100 引当金戻入益

収益的収入及び支出
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支出 (単位 ： 千円)

款 項 目 予　定　額 備　　　考

1.下水道事業費用 2,067,405

1.営業費用 1,950,593 主たる営業活動に要する費用

1.管渠管理費 41,924
管渠及び管渠に係る施設の維持管理に要する費
用

2.処理場管理費 567,044 処理場の維持管理に要する費用

3.総係費 123,938 事業活動全般に要する費用

4.減価償却費 1,214,677 固定資産償却費用

5.資産減耗費 3,000 固定資産の除却費

6.その他の営業費用 10 雑支出

2.営業外費用 106,311
財務活動に伴う費用及び固有の事業活動に係る
費用以外のもの

1.支払利息及び企業債取扱諸費 106,300 企業債及び一時借入金の利息

2.消費税及び地方消費税 1 消費税及び地方消費税

3.雑支出 10 その他雑支出

3.特別損失 501 当年度の経常的費用に属さない損失

1.固定資産売却損 1
固定資産の売却価額が当該固定資産の売却時の
帳簿価額に不足する額

2.過年度損益修正損 500
前年度以前の損益の修正で損失の性質を有する
もの

4.予備費 10,000

1.予備費 10,000

- 6 -



収入 (単位 ： 千円)

款 項 目 予　定　額 備　　　考

1.資本的収入 904,635

1.企業債 467,400

1.公共下水道事業債 467,400

事業推進に充てるため借り入れた企業債及び資
本費平準化債

2.負担金 61,935 事業推進に充てるための負担金

1.公共下水道事業負担金 46,901 関連工事費負担金及び取付管設置工事費負担金

2.他会計負担金 8,354 事業推進に充てるための一般会計からの負担金

3.浄化槽汚泥等直接投入施設整備費負担金 6,680 浄化槽汚泥等直接投入施設の整備費負担金

5.出資金 116,200

1.他会計出資金 116,200

3.補助金 259,100

1.公共下水道事業国庫補助金 259,100

資本的収入及び支出

事業推進に充てるための国庫補助金

事業推進に充てるための一般会計からの出資金
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支出 (単位 ： 千円)

款 項 目 予　定　額 備　　　考

1.資本的支出 1,414,470

1.建設改良費 881,440 施設の建設改良に要する費用

1.汚水管渠費 751,343 汚水管渠布設、改良及び舗装復旧に要する費用

事業推進に充てるため借り入れた企業債の償還
金

2.企業債償還金 533,030

1.企業債償還金 533,030

2.処理場費 79,500 処理場の建設改良に要する費用

4.総係費 50,597 事業活動全般に要する費用
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（単位　千円）

１ 業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純損失 △ 57,404

減価償却費 1,214,677

固定資産除却費 3,000

引当金（負債性引当金）の増減額（△は減少） 100

長期前受金戻入額 △ 772,365

支払利息 106,300

有形固定資産売却損益（△は益） 0

未収金の増減額（△は増加） 1,521

未払金の増減額（△は減少） 15,120

小計 510,949

利息の支払額 △ 106,300

業務活動によるキャッシュ・フロー 404,649

２ 投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 814,970

有形固定資産の売却による収入 1

国庫補助金等による収入 283,373

一般会計又は他の特別会計からの繰入金による収入 8,354

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 523,242

令和７年度尾張旭市公共下水道事業予定キャッシュ・フロー計算書

（令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで）
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３ 財務活動によるキャッシュ・フロー

一時借入れによる収入 400,000

一時借入金の返済による支出 △ 400,000

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 467,400

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 533,027

他会計からの出資による収入 116,200

財務活動によるキャッシュ・フロー 50,573

資金増加額（又は減少額） △ 68,020

資金期首残高 485,288

資金期末残高 417,268
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給与費明細書

１　総　括

退　　職
給 付 費

（千円）

　

区
　
分

職
員
手
当
の
内
訳

区
　
分

扶　養
手　当

（千円）

本
年
度

前
年
度

比
　
較

2,070

2,328

△ 258

15

17

△ 2

職 員 数

（人）

(0)

3,487

特殊勤務
手　　当

管理職員特
別勤務手当

期末勤勉
手　　当

（千円） （千円） （千円）

管理職
手　当

地　域
手　当

通　勤
手　当

住　居
手　当

時 間 外
勤務手当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

595 509 △ 147 0 0 　 　

28,140 1,677

2,892 4,050 754 1,345 3,500

4,559 607 1,345 3,500

△ 63 204 　

合 計 備 考

28,203 1,473

会計年度任
用職員期末
勤勉手当

その他の
手　　当

（千円） （千円）

（千円）

△ 3,211

報 酬 給 料 職 員 手 当 計

給　　　　　与　　　　　費

（千円） （千円） （千円）（千円）

(3)

※　職員数の（　）内は、短時間勤務職員の数を別掲

本
年
度

前
年
度

比
　
較

(3)
5,458 59,419 45,385 110,262

5,003

455

62,253 44,545 111,801

△ 2,834

30,154

31,826

△ 1,672

140,416

143,627

840 △ 1,539

（千円）

法 定 福 利 費
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　⑴　会計年度任用職員以外の職員

計 法 定 福 利 費 合 計 備 考

（千円）

職 員 数 報 酬 給 料 職 員 手 当

退　　職
給 付 費

（千円）

　△ 63 　

△ 1,801

（千円） （千円） （千円）（千円） （千円）

29,130 132,257

30,931 136,256

（人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

区
　
分

給　　　　　与　　　　　費

比
　
較

( )
　 △ 2,834 636 △ 2,198

△ 2

15

前
年
度

( )
62,253 43,072 105,325

17

本
年
度

( )
59,419 43,708 103,127

（千円）

職
員
手
当
の
内
訳

区
　
分

扶　養
手　当

管理職
手　当

地　域
手　当

通　勤
手　当

住　居
手　当

比
　
較

△ 258 595 509 △ 147 0 0

607

　 　

28,203

△ 3,999

管理職員特
別勤務手当

期末勤勉
手　　当

会計年度任
用職員期末
勤勉手当

28,140

その他の
手　　当

　

前
年
度

2,328 2,892 4,050 754 1,345

1,345

※　職員数の（　）内は、短時間勤務職員の数を別掲

3,487 4,559

時 間 外
勤務手当

特殊勤務
手　　当

3,500

3,500
本
年
度

2,070

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円）
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　⑵　会計年度任用職員

　

計 法 定 福 利 費 合 計 備 考

（千円）

129 788

時 間 外
勤務手当

特殊勤務
手　　当

管理職員特
別勤務手当

期末勤勉
手　　当

会計年度任
用職員期末
勤勉手当

その他の
手　　当

　 　 204

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

職 員 数 報 酬 給 料 職 員 手 当
区
　
分

給　　　　　与　　　　　費

比
　
較

(0)
455 204 659

前
年
度

(3)
5,003 1,473

本
年
度

(3)
5,458 1,677 7,135

（人）

職
員
手
当
の
内
訳

区
　
分

扶　養
手　当

管理職
手　当

地　域
手　当

通　勤
手　当

住　居
手　当

（千円）

本
年
度

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）（千円）

6,476 895 7,371

退　　職
給 付 費

（千円）

1,024 8,159

※　職員数の（　）内は、一週間当たりの通常の勤務時間が常時勤務を要する職を占める職員の一週間当たりの通常の勤務時間に比し短い職員について別掲

　

1,473

比
　
較

　 　 　 　 　 　

前
年
度

1,677

（千円）
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２　給料及び職員手当の増減額の明細

増 減 額

（千円）

給　　料 △ 2,834 給与改定に伴う増減分 1,700 給与改定の状況

　給与改定率　3.0％

　給与改定実施時期　令和6年4月

昇給に伴う増加分 538

その他の増減分 △ 5,072 人員配置等に伴う増減分 △ 7,044

その他の増減分 1,972

職員手当 840 制度改正に伴う増減分 1,965 期末勤勉手当 1,297

会計年度任用職員
期末勤勉手当

37

地域手当 631 地域手当率改定分（改定率　1％）

その他の増減分 △ 1,125 期末勤勉手当 △ 1,541

管理職手当 595

扶養手当 △ 258

その他 79

支給月数改定分（改定月数　0.1月）

区　　分 備　　　　考
増 減 事 由 別 内 訳

（千円）

説　　　　明

（千円）
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３　給料及び職員手当の状況

　⑴　職員１人当たり給与

　⑵　初　任　給

一 般 行 政 職 労 務 職区 分

令和７年１月１日
現　　　　　　在

328,564

377,391

40歳 9月

令和６年１月１日
現　　　　　　在

平均給料月額　（円）

平均給与月額　（円）

平　均　年　齢

平均給料月額　（円）

平均給与月額　（円）

平　均　年　齢

299,731

362,858

39歳 2月

223,800

239,228

61歳 6月

315,800

348,316

60歳 6月

労　務　職　

一般会計の制度

（円） （円）

区　　　分

（円） （円）

一般行政職 労　務　職
一般行政職

　　採用時年齢により
　　　最低　192,500
　　　最高　241,900

　　採用時年齢により
　　　最低　192,500
　　　最高　241,900

高　校　卒 194,500 194,500

大　学　卒 225,600 225,600
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　⑶　級 別 職 員 数

９級 ( ) ( )

８級 ( ) ( )

７級 ( ) 1 ( ) 7.1

６級 ( ) 1 ( ) 7.1

５級 ( ) 3 ( ) 21.4 ５級 ( ) ( )

４級 ( ) 3 ( ) 21.4 ４級 ( ) 1 ( ) 100.0

３級 ( ) 1 ( ) 7.1 ３級 ( ) ( )

２級 ( ) 3 ( ) 21.4 ２級 ( ) ( )

１級 ( ) 2 ( ) 14.5 １級 ( ) ( )

計 ( ) 14 ( ) 100.0 計 ( ) 1 ( ) 100.0

９級 ( ) ( )

８級 ( ) ( )

７級 ( ) 2 ( ) 12.5

６級 ( ) ( )

５級 ( ) 2 ( ) 12.5 ５級 ( ) ( )

４級 ( ) 3 ( ) 18.8 ４級 ( ) 1 ( ) 100.0

３級 ( ) 2 ( ) 12.5 ３級 ( ) ( )

２級 ( ) 2 ( ) 12.5 ２級 ( ) ( )

１級 ( ) 5 ( ) 31.2 １級 ( ) ( )

計 ( ) 16 ( ) 100.0 計 ( ) 1 ( ) 100.0

※　（　）内は、暫定再任用短時間勤務職員及び定年前再任用短時間勤務職員について別掲

級
（人） （％）

級
職員数

令和６年１月１日
現　　　　　　在

構成比

（人） （％）

区　分

令和７年１月１日
現　　　　　　在

一般行政職 労務職

職員数 構成比
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　　（級別の基準となる職務）

区分 一 般 行 政 職 区分 労　務　職

特に高度の経験を有する主任技能員等の職務

上記の職務に相当するものとして市長が指定する職の職務

部長の職務 主任技能員等で高度の経験を有するものの職務

高度の知識又は経験を必要とする部次長の職務 高度かつ長期の経験を有する技能員等の職務

部次長の職務 上記の職務に相当するものとして市長が指定する職の職務

高度の知識又は経験を必要とする課長の職務

課長の職務

高度の知識又は経験を必要とする課長補佐の職務

主事の職務

主事補の職務

５級

４級

長期の経験を有する技能員等の職務

相当の経験を有する技能員等の職務

１級

高度の知識又は経験を必要とする部長の職務

課長補佐の職務

係長の職務

主査の職務

高度の知識又は経験を必要とする主事の職務

９級

８級

７級

６級

５級

４級

２級

３級

技能員、工務員、衛生員、用務員又は調理員の職務

３級

２級

１級
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　⑷　昇 給

※　職員数は、育児休業者、派遣職員及び暫定再任用職員並びに定年前再任用短時間勤務職員を除く。

区 分

86.7

合計
一般行政職

本
　
年
　
度

代表的な職種

14 1

12

労務職

　職　 　員 　　数

　昇給に係る職員数

　号 給 数 別 内 訳

　比　　　　　　率

15

13

11

2

（Ａ）　　　（人）

（Ｂ）　　　（人）

１号給　　（人）

２号給　　（人）

（Ｂ）/（Ａ）（％）

３号給    （人）

４号給    （人）

６号給    （人）

1

1

1

1

８号給    （人）

100.0

10

2

85.7

８号給    （人）

100.0

　昇給に係る職員数 （Ｂ）　　　（人） 15 14

６号給    （人） 2 2

　号 給 数 別 内 訳

１号給　　（人）

２号給　　（人）前
　
年
　
度

　職　 　員 　　数 （Ａ）　　　（人） 16 15

　比　　　　　　率 （Ｂ）/（Ａ）（％） 93.8 93.3

３号給    （人） 1 1

４号給    （人） 12 11 1
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　⑸　期 末 手 当 ・ 勤 勉 手 当

※　（　）内は、暫定再任用職員及び定年前再任用短時間勤務職員の支給率を記載

　⑹　定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

2.30

(1.175)

2.25

(1.20)

(2.35)

4.50

(2.40)
有

前年度

(1.20)

2.30

(1.175)

2.25

(1.20)

(2.40)

4.60

(1.20)

2.30
本年度

一般会計の制度
4.602.30

区 分
支給期別支給率

　　　　　６月　　（月分） 　　　　 １２月　 （月分）

支給率計

（月分）
備　　考

有

有

職制上の段階、職務の

級等による加算措置

（月分）

支 給 率 等 24.586875 33.27075 47.709 47.709

区 分
（月分） （月分） （月分）

備 考
そ の 他 の

加 算 措 置 等

（2％～45％加算）

24.586875 33.27075 47.709 47.709

２ ０ 年 勤 続 の 者 ２ ５ 年 勤 続 の 者 ３ ５ 年 勤 続 の 者 最 高 限 度 額

定年前早期退職特例措置

（2％～45％加算）

定年前早期退職特例措置

一般会計の制度

（支給率等）
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　⑺　特 殊 勤 務 手 当

　⑻　そ の 他 の 手 当

　代表的な特殊勤務手当の名称

全 職 種
一般行政職 労　務　職

代 表 的 な 職 種
区 分

　給料総額に対する比率　　　（％）

　支給対象職員の比率　　　　（％）

　（令和７年１月１日現在）

―

―

― ―

― ―

―

区 分 一般会計の制度との異同

扶 養 手 当 同じ

差 異 の 内 容

同じ

通 勤 手 当

住 居 手 当

同じ

地 域 手 当 同じ
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期　間 金　額 期　間 金　額 国庫補助金 企業債 収益的収入
損益勘定

留保資金等
千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

事業管理計画等策定事業 42,100 － － 令和8年度 42,100 15,350 0 0 26,750

義 務 発 生 （ 見 込 ） 額
左 の 財 源 内 訳

　債務負担行為に関する調書

当該年度提出に係る分

事　　　項 限 度 額

令和6年度末までの支払

義 務 発 生 予 定 額

令和7年度以降の支払
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(単位　千円)

１

(1)

イ 6,803,123

ロ 1,665,063

△ 444,683 1,220,380

ハ 33,778,459

△ 7,718,026 26,060,433

ニ 5,343,036

△ 2,460,753 2,882,283

ホ 3,357

△ 2,047 1,310

ヘ 8,201

△ 3,524 4,677

ト 107,127

37,079,333

37,079,333

２

(1) 417,268

(2) 102,745

△ 600 102,145

519,413

37,598,746

貸 倒 引 当 金

流 動 資 産

資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

工具器具及び備品

減価償却累計額

有形固定資産合計

建 設 仮 勘 定

土 地

建 物

構 築 物

機 械 及 び 装 置

車両及び運搬具

減価償却累計額

減価償却累計額

減価償却累計額

令和７年度尾張旭市公共下水道事業予定貸借対照表(当年度)

（令和８年３月３１日）

資　産　の　部

有 形 固 定 資 産

固 定 資 産

減価償却累計額

現 金 預 金

未 収 金

流 動 資 産 合 計
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３

(1)

イ 建設改良費等の財源に
充てるための企業債

8,770,584

8,770,584

４

(1)

イ 建設改良費等の財源に
充てるための企業債

533,517

(2) 318,356

(3)

イ 10,200

ロ 2,100

12,300

864,173

５

(1) 25,695,305

18,775,656

28,410,413

固 定 負 債

企 業 債

引 当 金 合 計

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

長 期 前 受 金

未 払 金

533,517

△ 6,919,649

企 業 債 合 計

流 動 負 債 合 計

賞 与 引 当 金

収 益 化 累 計 額

繰 延 収 益

法定福利費引当金

長 期 前 受 金

企 業 債

負　債　の　部

8,770,584

企 業 債 合 計

流 動 負 債

(2)

固 定 負 債 合 計

引 当 金
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６

(1)

イ 2,699,447

ロ 1,226,103

ハ 249,477

4,175,027

4,175,027

７

(1)

イ 3,196,780

ロ 510,079

ハ 1,389,498

5,096,357

(2)

イ 当年度未処理欠損金 83,051

△ 83,051

5,013,306

9,188,333

37,598,746負 債 資 本 合 計

利 益 剰 余 金

補 助 金

その他資本剰余金

自 己 資 本 金

固 有 資 本 金

繰 入 資 本 金

資 本 剰 余 金 合 計

剰 余 金

資 本 剰 余 金

資 本 合 計

組 入 資 本 金

資 本 金 合 計

受贈財産評価額

自 己 資 本 金 合 計

利 益 剰 余 金 合 計

資 本 金

資　本　の　部

剰 余 金 合 計
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注記

Ⅰ 重要な会計方針

  １ 固定資産の減価償却方法

    有形固定資産

    ・減価償却の方法 定額法（ただし、取替資産については取替法による。）

    ・主な耐用年数

     建物           ５０年

     構築物        ７～５０年

     機械及び装置     ６～３０年

     車両及び運搬具    ４～ ５年

     工具、器具及び備品  ２～２０年

  ２ 引当金の計上方法

   ⑴ 賞与引当金

     職員の期末勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額

    を計上している。

   ⑵ 法定福利費引当金

     職員の期末勤勉手当に係る法定福利費の支出に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度

    の負担に属する額を計上している。

   ⑶ 貸倒引当金

     債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等により回収不能見込額を計上している。

  ⑷ 退職給付引当金

     本市は、愛知県市町村職員退職手当組合に加入しており、当該組合の負担金について積立金の不足等に応じ

て発生する追加的な費用は、一般会計において措置するため、退職給付引当金を計上していない。

３ 消費税及び地方消費税の会計処理

    消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。
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Ⅱ 予定貸借対照表等関連

  １ 企業債の償還に係る一般会計の負担

     予定貸借対照表上に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算して１年以内に償還予定の

    ものも含む。）のうち、一般会計が負担すると見込まれる額は２，０３７，５９８千円である。

  ２ 引当金の取崩し

   ⑴ 賞与引当金の取崩し

     令和７年度において、期末勤勉手当として２６，９１１千円を支給することとなったため、賞与引当金８，

    ９７１千円を取り崩すこととしている。

   ⑵ 法定福利費引当金の取崩し

     令和７年度において、期末勤勉手当に係る法定福利費として５，３５６千円を支給することとなったため、

    法定福利費引当金１，７８６千円を取り崩すこととしている。



（単位　千円）

１

(1) 788,973

(2) 70,785

(3) 9,546

(4) 1,451 870,755

２

(1) 47,658

(2) 519,021

(3) 112,571

(4) 1,222,653

(5) 3,000

(6) 10 1,904,913

1,034,158

３

(1) 134,068

(2) 180,279

(3) 792,521

(4) 1,014 1,107,882

その他の営業収益

令和６年度尾張旭市公共下水道事業予定損益計算書(前年度)

（令和６年４月１日から令和７年３月３１日まで）

営 業 収 益

下 水 道 使 用 料

他 会 計 負 担 金

受 託 事 業 収 益

他 会 計 補 助 金

営 業 費 用

管 渠 管 理 費

処 理 場 管 理 費

総 係 費

減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費

そ の 他 営 業 費 用

営 業 損 失

営 業 外 収 益

他 会 計 負 担 金

長 期 前 受 金 戻 入

雑 収 益
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４

(1) 支払利息及び企業債取扱諸費 112,350

(2) 10 112,360 995,522

38,636

５

(1) 1

(2) 10

(3) 100 111

６

(1) 492 492 △ 381

39,017

13,370

0

25,647

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益

過年度損益修正益

そ の 他 特 別 利 益

特 別 損 失

営 業 外 費 用

雑 支 出

経 常 損 失

当年度純損失

前年度繰越利益剰余金

その他未処分利益剰余金変動額

当年度未処理欠損金

そ の 他 特 別 損 失
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(単位　千円)

１

(1)

イ 6,803,123

ロ 1,665,063

△ 393,090 1,271,973

ハ 33,076,226

△ 6,786,491 26,289,735

ニ 5,312,079

△ 2,230,065 3,082,014

ホ 3,357

△ 1,565 1,792

ヘ 6,343

△ 3,145 3,198

ト 30,206

37,482,041

37,482,041

２

(1) 485,288

(2) 104,266

△ 600 103,666

588,954

38,070,995

減価償却累計額

有形固定資産合計

固 定 資 産 合 計

建 設 仮 勘 定

流 動 資 産

現 金 預 金

未 収 金

貸 倒 引 当 金

令和６年度尾張旭市公共下水道事業予定貸借対照表(前年度)

（令和７年３月３１日）

資　産　の　部

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

流 動 資 産 合 計

土 地

建 物

構 築 物

機 械 及 び 装 置

車両及び運搬具

工具器具及び備品

減価償却累計額

減価償却累計額

減価償却累計額

減価償却累計額

資 産 合 計
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３

(1)

イ 建設改良費等の財源に
充てるための企業債

8,836,701

8,836,701

４

(1)

イ 建設改良費等の財源に
充てるための企業債

533,027

(2) 303,236

(3)

イ 10,100

ロ 2,100

12,200

848,463

５

(1) 25,403,578

19,256,294

28,941,458

(2)

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

収 益 化 累 計 額

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

引 当 金

賞 与 引 当 金

法定福利費引当金

引 当 金 合 計

流 動 負 債 合 計

未 払 金

533,027

長 期 前 受 金
△ 6,147,284

負　債　の　部

固 定 負 債

企 業 債

企 業 債 合 計

8,836,701

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債

企 業 債

企 業 債 合 計
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６

(1)

イ 2,699,447

ロ 1,109,903

ハ 249,477

4,058,827

4,058,827

７

(1)

イ 3,196,780

ロ 510,079

ハ 1,389,498

5,096,357

(2)

イ 当年度未処理欠損金 25,647

△ 25,647

5,070,710

9,129,537

38,070,995

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

その他資本剰余金

資　本　の　部

資 本 金

剰 余 金

資 本 剰 余 金

補 助 金

自 己 資 本 金

固 有 資 本 金

剰 余 金 合 計

繰 入 資 本 金

自 己 資 本 金 合 計

組 入 資 本 金

資 本 金 合 計

受贈財産評価額

利 益 剰 余 金 合 計

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金
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注記

Ⅰ 重要な会計方針

  １ 固定資産の減価償却方法

    有形固定資産

    ・減価償却の方法 定額法（ただし、取替資産については取替法による。）

    ・主な耐用年数

     建物           ５０年

     構築物        ７～５０年

     機械及び装置     ６～３０年

     車両及び運搬具    ４～ ５年

     工具、器具及び備品  ２～２０年

  ２ 引当金の計上方法

   ⑴ 賞与引当金

     職員の期末勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額

    を計上している。

   ⑵ 法定福利費引当金

     職員の期末勤勉手当に係る法定福利費の支出に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度

    の負担に属する額を計上している。

   ⑶ 貸倒引当金

     債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等により回収不能見込額を計上している。

   ⑷ 退職給付引当金

     本市は、愛知県市町村職員退職手当組合に加入しており、当該組合の負担金について積立金の不足等に応じ

て発生する追加的な費用は、一般会計において措置するため、退職給付引当金を計上していない。

  ３ 消費税及び地方消費税の会計処理

    消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。



- 33 -

Ⅱ 予定貸借対照表等関連

  １ 企業債の償還に係る一般会計の負担

     予定貸借対照表上に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算して１年以内に償還予定の

    ものも含む。）のうち、一般会計が負担すると見込まれる額は２，０５１，９７０千円である。

  ２ 引当金の取崩し

   ⑴ 賞与引当金の取崩し

     令和６年度において、期末勤勉手当として２７，２１４千円を支給することとなったため、賞与引当金９，

    ０５２千円を取り崩すこととしている。

   ⑵ 法定福利費引当金の取崩し

     令和６年度において、期末勤勉手当に係る法定福利費として４，９７２千円を支給することとなったため、

    法定福利費引当金１，７７１千円を取り崩すこととしている。



　下水道使用料

　雨水処理負担金

　排水設備等工事計画確認申請手数料

　指定工事店指定手数料

　汚水処理費受入金

　その他雑収益

　分流式下水道に要する経費

　高度処理に要する経費

　臨時財政特例債の償還等に要する経費

　児童手当に要する経費

　一般会計補助金　

　消費税及び地方消費税還付金

　消費税及び地方消費税還付加算金

　長期前受金国庫補助金戻入益

　長期前受金県補助金戻入益

　長期前受金工事負担金戻入益

令和７年度 尾張旭市公共下水道事業会計 予算実施計画明細書

収入 (単位 ： 千円)

節
説　　　　　明

予 定 額 予 定 額 区　　　分 金　　　額
款 項 目

本 年 度 前 年 度
比 較

1.下水道使用料 883,124 867,870 15,254

 1.下水道使用料 883,124

1.営業収益 955,335 950,712 4,623

1.下水道事業収益 2,048,775 2,067,345 △ 18,570

 1.手数料 400

 1.一般会計負担金

2.他会計負担金 70,676 70,785 △ 109

70,676

 2.雑収益 1,135

3.その他の営業収益 1,535 1,557 △ 22

 1.一般会計負担金

1.他会計負担金 128,023 134,126 △ 6,103

128,023

2.営業外収益 1,093,329 1,116,522 △ 23,193

　水洗便所に係る改造命令等に関する事務に要する経費

　下水道に排除される下水の規制に関する事務に要する経費

 1.一般会計補助金 166,747

3.消費税及び地方消費税還付金 25,010 25,010 0

2.他会計補助金 166,747 163,750 2,997

4.長期前受金戻入 772,365 792,521 △ 20,156

 1.長期前受金国庫補助金戻入益 300,822

 1.消費税及び地方消費税還付金 25,010

49,819

 2.長期前受金県補助金戻入益 4,989

 3.長期前受金工事負担金戻入益

収益的収入及び支出

883,124

70,676

350

50

1,134

1

48,124

6,959

2,982

68,289

361

1,308

166,747

25,000

10

300,822

4,989

49,819
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　長期前受金他会計補助金戻入益

　長期前受金受贈財産評価額戻入益

　光熱水費等受入金

　その他雑収益

　固定資産売却益

　過年度損益修正益

　貸倒引当金戻入益

収入 (単位 ： 千円)

款 項 目
本 年 度 前 年 度

比 較
節

説　　　　　明
予 定 額 予 定 額 区　　　分 金　　　額

5.雑収益 1,184 1,115 69

 3.その他雑収益 1,184

 4.長期前受金他会計補助金戻入益 115,866

 5.長期前受金受贈財産評価額戻入益 300,869

1.固定資産売却益 1 1 0

 1.固定資産売却益 1

3.特別利益 111 111 0

3.その他特別利益 100 100 0

 2.貸倒引当金戻入益 100

2.過年度損益修正益 10 10 0

 1.過年度損益修正益 10

44

1

10

100

115,866

300,869

1,140

- 35 -



　一般職給料

　扶養手当

　管理職手当

　地域手当

　通勤手当

　住居手当

　児童手当

　時間外勤務手当

　期末勤勉手当

　賞与引当金繰入額

　職員共済組合負担金

　公務災害補償基金負担金

　退職手当組合負担金

　法定福利費引当金繰入額

　消耗品費

　水道料金

　管渠しゅんせつ委託料

　管渠内カメラ調査委託料

　汚水人孔点検業務委託料

　修繕費

　汚水管渠補修工事

　井水メーター取付工事

　マンホールポンプ電気料

　工事用材料費

　広域化・共同化業務負担金

　一般職給料

支出 (単位 ： 千円)

款 項 目
本 年 度 前 年 度

比 較
節

説　　　　　明
予 定 額 予 定 額 区　　　分 金　　　額

1.管渠管理費 41,924 51,844 △ 9,920

 1.給料 4,883

1.下水道事業費用 2,067,405 2,090,466 △ 23,061

1.営業費用 1,950,593 1,967,604 △ 17,011

 2.職員手当等 3,745

20

150

500

1,637

 3.賞与引当金繰入額 1,000

 6.法定福利費 2,418

1,000

1,639

26

753

 7.法定福利費引当金繰入額 200

13.備消品費 826

200

826

15.光熱水費 42

18.委託料 5,400

42

2,400

180

8,100

2,000

1,000

20.使用料及び賃借料 180

21.修繕費 8,100

　マンホールポンプ情報配信システム使用料

25.工事請負費 10,030

26.動力費 1,600

10,000

1,600

28.原材料費 1,800

32.負担金 1,700

1,800

1,700

30

2.処理場管理費 567,044 572,340 △ 5,296

 1.給料 20,258 20,258

4,883

408

596

414

20
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　扶養手当

　管理職手当

　地域手当

　通勤手当

　住居手当

　児童手当

　時間外勤務手当

　期末勤勉手当

　賞与引当金繰入額

　職員共済組合負担金

　公務災害補償基金負担金

　退職手当組合負担金

　法定福利費引当金繰入額

　消耗品費

　施設用備品購入費

　燃料費

　光熱水費

　印刷製本費

　電信電話料

　施設維持管理業務委託料

　自家用電気工作物保安管理委託料

　環境分析委託料

　消防用設備等保守点検委託料

　施設警備委託料

　廃棄物処理委託料

　樹木剪定等委託料

　電話交換機保守点検委託料

　非常用自家発電設備保守点検委託料

　技術援助委託料

　水処理設備等保守点検委託料

支出 (単位 ： 千円)

款 項 目
本 年 度 前 年 度

比 較
節

説　　　　　明
予 定 額 予 定 額 区　　　分 金　　　額

 2.職員手当等 11,172 630

1,392

1,563

154

344

690

500

5,899

 3.賞与引当金繰入額 3,300

 6.法定福利費 8,940

3,300

6,199

66

2,675

 7.法定福利費引当金繰入額 700

13.備消品費 4,000

700

3,900

14.燃料費 350

100

350

15.光熱水費 650

16.印刷製本費 100

650

100

17.通信運搬費 355

18.委託料 317,707

355

105,050

1,521

14,700

780

396

149,600

1,700

390

2,010

630

10,000
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　クレーン保守点検委託料

　マンホールポンプ保守点検委託料

　昇降機保守点検委託料

　監視制御設備保守点検委託料

　排気ガス洗浄装置保守点検委託料

　消火器詰替手数料

　ガス検知器点検手数料

　地下重油タンク漏洩検査手数料

　冷暖房設備冷媒漏洩検査手数料

　有料道路通行料

　複写機借上料

　施設情報システム使用料

　電子マニフェスト使用料

　修繕費

　処理場電気料

　薬品費

　施設補修用原材料費

　業務用無線電波利用料負担金

　建物損害保険料

　自動車損害保険料

　自動車重量税

　一般職給料

　扶養手当

　管理職手当

　地域手当

　通勤手当

　住居手当

　児童手当

支出 (単位 ： 千円)

款 項 目
本 年 度 前 年 度

比 較
節

説　　　　　明
予 定 額 予 定 額 区　　　分 金　　　額

1,000

2,000

1,280

350

800

25,500

　窒素・りん自動測定装置保守点検委託料

19.手数料 1,308 16

62

100

1,130

20.使用料及び賃借料 679 20

95

550

14

21.修繕費 45,000

26.動力費 87,000

45,000

87,000

27.薬品費 64,600

28.原材料費 160

64,600

160

32.負担金 2

34.保険料 756

2

710

36.公課費 7

46

7

3.総係費 123,938 117,757 6,181

 1.給料 11,933 11,933

 2.職員手当等 8,606 468

596

912

159

20

630
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　時間外勤務手当

　期末勤勉手当

　賞与引当金繰入額

　会計年度任用職員報酬

　職員共済組合負担金

　公務災害補償基金負担金

　退職手当組合負担金

　再任用職員等社会保険料

　会計年度任用職員社会保険料

　法定福利費引当金繰入額

　普通旅費

　通勤費用弁償

　消耗品費

　自動車燃料費

　印刷製本費

　郵便料

　下水道台帳更新委託料

　下水道使用料徴収事務委託料

　汚水処理委託料

　下水道事業会計システム保守委託料

　排水設備指定登録事務委託料

　危険物取扱者試験等手数料

　送金手数料

　マンホールストラップ販売手数料

　インターネットバンキング利用手数料 

　有料道路通行料

　コンピュータ借上料

　修繕費

支出 (単位 ： 千円)

款 項 目
本 年 度 前 年 度

比 較
節

説　　　　　明
予 定 額 予 定 額 区　　　分 金　　　額

500

5,321

 3.賞与引当金繰入額 2,100

 5.報酬 5,458

2,100

5,458

 6.法定福利費 6,506 3,585

44

1,811

42

 7.法定福利費引当金繰入額 400

1,024

400

 8.旅費 473 273

200

13.備消品費 1,000

14.燃料費 150

1,000

150

16.印刷製本費 265

17.通信運搬費 357

265

357

18.委託料 66,095 7,000

44,000

11,210

410

3,333

19

　水道料金システムクライアント保守委託料 95

47

19.手数料 184

　上下水道事業経営審議会支援業務委託料

99

5

20.使用料及び賃借料 108

61

10

21.修繕費 150

98

150
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　日本下水道協会負担金

　中部地方下水道協会負担金

　愛知県下水道協会負担金

　日本下水道協会等研修会負担金

　庁舎光熱水費等負担金

　共同消耗品等負担金

　一般会計事務負担金

　排水設備改造資金利子補給金

　水道事業会計負担金

　情報系システム経費負担金　

　浄化槽雨水貯留施設転用補助金

　下水道賠償責任保険料

　自動車損害保険料

　自動車重量税

　貸倒引当金繰入額

　貸倒損失

　建物

　構築物

　機械及び装置

　車両及び運搬具

　工具器具及び備品

　固定資産除却費

　その他営業雑支出

　財政融資資金償還利息

　地方公共団体金融機構償還利息

支出 (単位 ： 千円)

款 項 目
本 年 度 前 年 度

比 較
節

説　　　　　明
予 定 額 予 定 額 区　　　分 金　　　額

32.負担金 18,839 270

27

12

321

450

190

2,372

30

13,077

2,090

33.補助金及び交付金 300

34.保険料 209

300

163

36.公課費 5

46

5

37.貸倒引当金繰入額 600

52.貸倒損失 200

600

200

4.減価償却費 1,214,677 1,222,653 △ 7,976

39.減価償却費 1,214,677 51,593

931,535

230,688

482

379

10

5.資産減耗費 3,000 3,000 0

40.固定資産除却費 3,000 3,000

2.営業外費用 106,311 112,361 △ 6,050

1.支払利息及び企業債取扱諸費 106,300 112,350 △ 6,050

6.その他の営業費用 10 10 0

43.雑支出 10

44.企業債利息 105,500 24,078

81,335
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　旧日本郵政公社簡保資金償還利息

　市中銀行償還利息

　一時借入金利息

　消費税及び地方消費税

　その他雑支出

　固定資産売却損

　過年度損益修正損

　貸倒損失

　予備費

支出 (単位 ： 千円)

款 項 目
本 年 度 前 年 度

比 較
節

説　　　　　明
予 定 額 予 定 額 区　　　分 金　　　額

29

58

45.借入金利息 800

2.消費税及び地方消費税 1 1 0

800

65.消費税及び地方消費税 1

3.雑支出 10 10 0

1

43.雑支出 10

3.特別損失 501 501 0

10

1.固定資産売却損 1 1 0

48.固定資産売却損 1 1

2.過年度損益修正損 500 500 0

51.過年度損益修正損 100 100

52.貸倒損失 400

4.予備費 10,000 10,000 0

400

1.予備費 10,000 10,000 0

66.予備費 10,000 10,000
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　管渠事業

　浄化センター事業

　資本費平準化債

　関連工事費負担金

　取付管設置工事費負担金

　臨時財政特例債の償還等に要する経費

　児童手当に要する経費

　社会資本整備総合交付金（重点）

　社会資本整備総合交付金（通常）

　防災・安全交付金（重点）

　防災・安全交付金（通常）

　建設改良に要する経費　

説　　　　　明
予 定 額 予 定 額 区　　　分 金　　　額

資本的収入及び支出

1.資本的収入 904,635 872,600 32,035

1.企業債 467,400 410,600 56,800

収入 (単位 ： 千円)

款 項 目
本 年 度 前 年 度

比 較
節

23,750

80,000

1.公共下水道事業債 467,400 410,600 56,800

 1.公共下水道事業債 467,400 363,650

2.負担金 61,935 75,800 △ 13,865

1.公共下水道事業負担金 46,901 48,061 △ 1,160

3.浄化槽汚泥等直接投入施設整備費負担金

8,126

 1.関連工事費負担金 1

 2.取付管設置工事費負担金 46,900

1

46,900

 1.公共下水道事業国庫補助金

 1.浄化槽汚泥等直接投入施設整備費負担金 6,680

2.他会計負担金 8,354 13,739 △ 5,385

 1.一般会計負担金 8,354

6,680 14,000 △ 7,320

228

3.補助金 259,100 268,600 △ 9,500

　浄化槽汚泥等直接投入施設整備費負担金

218,500

10,400

1.公共下水道事業国庫補助金 259,100 268,600 △ 9,500

259,100 3,700

6,680

5.出資金 116,200 117,600 △ 1,400

1.他会計出資金 116,200 117,600 △ 1,400

116,200 1.一般会計出資金 116,200

26,500
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　下水道管渠設計及び測量委託料

　事業管理計画等策定委託料

　取付管設置位置調査委託料

　取付桝設置委託料

　下水道管渠布設工事

　下水道管渠付帯工事

　管渠等布設替工事

　物件移転

　西部浄化センター耐震診断委託料

　浄化センター営繕工事

　工具器具及び備品購入費

　一般職給料

　扶養手当

　管理職手当

　地域手当

　通勤手当

　住居手当

　児童手当

　時間外勤務手当

　期末勤勉手当

　賞与引当金繰入額

　職員共済組合負担金

　公務災害補償基金負担金

　退職手当組合負担金

　法定福利費引当金繰入額

説　　　　　明
予 定 額 予 定 額 区　　　分 金　　　額

1.資本的支出 1,414,470 1,481,607 △ 67,137

1.建設改良費 881,440 919,387 △ 37,947

支出 (単位 ： 千円)

款 項 目
本 年 度 前 年 度

比 較
節

1.汚水管渠費 751,343 848,496 △ 97,153

18.委託料 81,993 38,000

36,700

6,943

25.工事請負費 569,350

350

511,000

47,150

11,200

30.補償費 100,000

2.処理場費 79,500 21,000 58,500

100,000

18.委託料 53,000

25.工事請負費 25,000

53,000

25,000

56.工具器具及び備品購入費 1,500

4.総係費 50,597 49,891 706

1,500

 1.給料 22,345

 2.職員手当等 13,462

22,345

564

903

1,670

274

961

330

2,000

 3.賞与引当金繰入額 3,800

6,760

3,800

 6.法定福利費 10,190 6,744

73

 7.法定福利費引当金繰入額 800

3,373

800
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　財政融資資金償還元金

　地方公共団体金融機構償還元金

　旧日本郵政公社簡保資金償還元金

　市中銀行償還元金

説　　　　　明
予 定 額 予 定 額 区　　　分 金　　　額

2.企業債償還金 533,030 562,220 △ 29,190

1.企業債償還金 533,030 562,220 △ 29,190

支出 (単位 ： 千円)

款 項 目
本 年 度 前 年 度

比 較
節

64.企業債償還金 533,030 232,348

288,022

5,560

7,100
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